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河川氾濫に関する群馬県減災対策協議会検討経緯

○平成27年9月 関東・東北豪雨や平成28年8月北海道・岩手県で豪雨による大規模な被害が発生

(第1回協議会) 平成29年 2月15日
・ 群馬県管理河川における堤防決壊や溢水・越水等に伴う浸水被害に備え、隣接する自治体や県等が
連携して減災のための目標を共有し、ハード・ソフト対策を一体的かつ計画的に推進するための取組につい
て協議・共有を行うことを目的とし、河川氾濫に関する群馬県減災対策協議会を設立。

○平成29年6月 「水防災意識社会再構築に向けた緊急行動計画」の公表による5カ年の取組目標設定

(第2回協議会) 平成29年 8月9日
・ 県全体(地域共通)の5か年(令和3年度まで)の取組目標設定
・ 水位周知河川の取組方針決定。

(第3回協議会) 平成30年 5月15日
・ 全河川を対象とした取組と減災目標の整理。

(第4回協議会) 平成31年 2月19日
・ 協議会の法定化。

(第5回協議会) 令和3年 3月26日
・ 取組の進捗確認。
・ 取組の見直し、追加。 1



減災のための目標

県管理河川等で発生し得る大規模水害に対し、
「逃げ遅れゼロ」や「社会経済被害の最小化」、「地域社会の継続性の確保」を目標とする。

令和3年度までに上記の目標達成に向けて

・円滑かつ迅速な避難行動のための取組
・洪水氾濫による被害軽減のための水防活動
・氾濫後の生活再建及び社会経済活動再開の早期回復を可能とする排水活動に関する連携
・堤防等河川管理施設の整備推進
・重要施設の管理者と連携した被害軽減対策を推進

を基本的な事項として、防災関係機関の具体的な取組を定める。
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減災のための取組フォローアップ
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取組1 迅速な水防・避難判断を行うため、関係機関の情報共有を強化 ページ
① 県、市町村は、水害ホットラインを構築する。【H30】 P6

② 県、市町村は、水害対応タイムラインを作成する。【R3】 P7

新規③ 県は、ダムの異常洪水時防災操作を想定した浸水想定区域図を策定する。市町村は、これをもとに水害ハザードマッ
プ、水害対応タイムラインを作成する。

資料3 P5

○避難計画・重要施設の管理者との連携等に関する事項

取組2 流域住民への迅速な情報提供を促進 ページ
① 県は、Lアラートの基盤を整備し、防災関係機関が連携して、緊急防災情報の提供を行う。【H29】 P8

② 県は、洪水監視カメラを整備し、インターネットでの一般公開を行う。【R2】 P9

③ 県は、危機管理型水位計を整備し、インターネットでの一般公開を行う。【R2】 P10

取組3 水害リスク情報を踏まえた防災計画等の点検、見直し ページ
① 市町村は、洪水浸水想定区域について、避難勧告等の発令基準を定める。 県は、洪水に関する情報を提供し協

力する。【R3】
P11

② ①について、家屋倒壊等氾濫危険区域に関しては、原則的に立ち退き避難（水平避難）とする計画を立案する。
【R3】

P12

③ 県、市町村は、管理道路について、避難の際に危険な箇所を把握する。【H29】 P13

④ 市町村は、上記区域内について避難経路の点検を行う。 県は、県道等の危険箇所の情報を提供し、協力する。
【R3】

P14



減災のための取組フォローアップ
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○避難計画・重要施設の管理者との連携等に関する事項
取組4 要配慮者利用施設等の支援 ページ

① 市町村は、要配慮者利用施設を確認し、市町村地域防災計画に位置づける。【R3】 P15

② 県、市町村は、要配慮者利用施設の施設管理者に対し、「避難確保計画」の作成等に関する周知を行い、実施状
況のフォローアップを行う。【R3】

P16

③ 市町村は、避難行動要支援者に対する地域共助の周知、啓発を行う。【R3】 P17

新規④ 市町村は、要配慮者利用施設の避難について、施設職員だけで対応することが難しい場合の地域の支援体制につい
て検討・調整する。

資料3 P6

取組5 洪水時の情報提供、避難判断、避難誘導等の見直し ページ
① 市町村にて、水害ハザードマップの見直しを行う。【R3】 P18

新規② 市町村は、水災害にかかわる防災情報(まるごとまちごとハザードマップ)を整備する。 資料3 P7

取組6 防災情報の理解促進 ページ
① 県、市町村は、小中学校等における水災害教育を実施する。【R3】 P19

② 県、市町村は、住民等への防災知識の普及活動（防災訓練、防災講習会）を行う。【R3】 P20

新規③ 県、市町村は、水害リスクのある全ての住民にマイ・タイムラインを作成してもらうための普及活動(説明会等)を行う。 資料3 P8



減災のための取組フォローアップ
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○水防に関する事項
取組7 実効的な水防活動体制の強化 ページ

① 市町村は、水防団の機動的な対応を計画に位置づけ、連絡体制の確認と対応事項の点検を行う。【R3】 P21

② 県、市町村、水防団は、関係機関と連携した水防訓練及び伝達訓練等を実施する。【毎年実施】 P22

③ 県、市町村、水防団は、地域住民と重要水防箇所等の合同点検を実施する。【毎年実施】 P23

④ 県、市町村は、水防団（消防団）員の確保のための取組を進める。【随時実施】 P24

取組8 水防資機材の確保 ページ
① 県、市町村は、水防資機材の点検を行い、不足する資機材を確保する。【R3】 P25

取組9 排水への備え ページ
① 県、市町村は、排水ポンプ車等を有する関係機関と、浸水継続時間等に関する情報を共有する。【H29】 P26

② 市町村は、排水ポンプ出動要請の連絡体制を整備する。県は、洪水に関する情報を提供し、協力する。【R3】 P27

○排水に関する事項

○河川管理施設の整備に関する事項
取組10 河川整備の実施 ページ

① 県は、河川整備計画に基づき、洪水を安全に流下させる対策（堤防整備等）を行う。【R3】 P28

新規② 県は、重要インフラの機能確保として防災施設の整備等の実施状況や今後の予定の共有を行う。 資料3 P9

取組11 危機管理型ハード対策 ページ
① 県は、危機管理型ハード対策として、堤防天端舗装（水位周知区間の未舗装箇所）を実施する。【R3】 P29



工
程

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

取組の実施状況
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取組1 迅速な水防・避難判断を行うため、関係機関の情報共有を強化
① 県、市町村は、水害ホットラインを構築する。

取組状況

○避難計画・重要施設の管理者との連携等に関する事項

達成状況 目標年度
35/35(市町村) H30年度

・ホットライン案の
作成、協議 ・ホットライン構築

水害ホットライン
• 市町村長が行う避難指示等の発令の判断を支援するための情報提供として、河

川管理者から、必要に応じ河川の状況、水位変化、今後の見通し等を市町村
長へ直接電話等で伝える仕組みとして、水害ホットラインを構築しました。

• ホットラインを構築するにあたり、土木事務所と市町村間で調整し、以下の６項
目の取り決めを作成しました。
1. 伝達者及び受達者
2. 対象範囲
3. 連絡手段
4. ホットラインのタイミング
5. 伝達事項
6. 事前の情報共有内容

情報伝達例
• 河川のはん濫危険水位到達時点で河川の情報を、溢水・越水・破堤し

た時点で被災箇所と被災内容を伝達。
• 土砂災害警戒情報、気象特別警報が発令された段階で現在の状況や

今後の見通し等を伝達。

構
築

・ホットライン運用、見直し

【R3年度以降の予定】
• 災対改正に伴う「避難指示」への呼称の一本化や、「災害発生情報」から「緊

急安全確保」への名称変更に即した見直しを行います。
• 継続して運用する中で新たな課題が見られた場合は速やかに見直し、地域部

会を通じて内容の情報共有を行います。

・避難情報の呼称変更
にかかる見直し



工
程

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

取組の実施状況
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取組1 迅速な水防・避難判断を行うため、関係機関の情報共有を強化
② 県、市町村は、水害対応タイムラインを作成する。

取組状況

○避難計画・重要施設の管理者との連携等に関する事項
達成状況 目標年度

18/18(市町村) R3年度

・タイムライン案の作成、協議 ・タイムラインの運用・見直し

タイムライン例「タイムライン策定・活用指針」
(国土交通省)

水害対応タイムライン
• 災害発生が予想された時、それぞれの関係者が「いつ」「何をするか」を時間軸に

沿って整理し、関係者間で予め合意して文章化した行動計画を作成しました。
• どのような災害にも繰り返し発生する標準的な防災業務について事前にタイムライ

ンを作成しておくことで業務の迅速化・円滑化を図るとともに、突発的な事象が発
生した際にも判断権者や災害対策本部が集中して対応できるようにします。

• 県管理河川の洪水予報河川・水位周知河川の浸水が想定される18市町村に
ついて水害対応タイムラインを平成30年度までに作成完了しました。

作
成

【R3年度以降の予定】
• 継続して運用する中で、新たな課題が見られた場合には速やかに見直しを行い

ます。
• 全県管理河川を対象とした群馬県水害リスク想定マップの作成や、危機管理

型水位計、河川監視カメラの増設を踏まえ、水位周知河川等に指定されてい
ない河川についても、水害対応タイムラインの作成を進めていきます。

・水位周知河川以外でのタイ
ムライン作成



工
程

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

取組の実施状況
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取組2 流域住民への迅速な情報提供を促進
① 県は、Lアラートの基盤を整備し、防災関係機関が連携して、緊急防災情報の提供を行う。

取組状況

○避難計画・重要施設の管理者との連携等に関する事項

Lアラート
（１） 地方公共団体等の公的機関から地域住民（その地域の滞在者、通過

車両等を含む）に向けて発信された安心安全に関わる情報および生活
情報等を様々なメディアを通じて、迅速かつ正確に地域住民に伝えること
を目的として構築されたものです。

（２） 情報の発信及び受信については、標準化されたデータ形式を採用し、共
通の接続インタフェースを提供することにより、情報内容の統一や、入力の
簡素化をし、利用者負担の軽減を図ります。Ｌアラートへ1回送信するだ
けで、様々なメディアを通じて迅速に住民へ伝達します。

・準備・運用開始

達成状況 目標年度
整備済み H29年度

Lアラート概要図(総務省)

完
了

・運用

【実績】
令和元年東日本台風では、県内市町村等から1,168件の情報がLアラートで提
供されました。
【R3年度以降の予定】
• 令和3年度以降も継続して運用を行います。



工
程

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

取組の実施状況
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取組2 流域住民への迅速な情報提供を促進
② 県は、洪水監視カメラを整備し、インターネットでの一般公開を行う。

取組状況

○避難計画・重要施設の管理者との連携等に関する事項

・河川監視カメラ
34基設置・公開

・簡易型河川監
視カメラ55箇所設
置・公開

・簡易型河川監
視カメラ35箇所設
置・公開

達成状況 目標年度
整備済み R2年度

河川監視カメラ
群馬県水位雨量情報システム

(群馬県)

簡易監視カメラ
川の水位情報
(国土交通省)

河川監視カメラ(令和2年度末までに34基)
• 水位計の情報だけでなく、カメラ画像により視覚的な情報を提供することで、住民

の方が危機意識を持ち、迅速な避難行動に役立てるようにするものです。
• 洪水予報河川や水位周知河川といった氾濫した際に被害が大きくなると想定さ

れる水位周知河川等に34基設置しました。
簡易型河川監視カメラ(令和2年度末までに90基)
• 河川監視カメラに比べ、ズームや首振り機能等を排除することでコストを低減した

カメラになっています。
• 地域部会で必要箇所を抽出し、R2年度末までに中小河川など90基の設置を

完了させる予定です。
令和元年東日本台風を踏まえた対応
• 群馬県水位雨量情報システムへのアクセス集中によりアクセスしにくくなる事象が

発生したことから、令和2年度にシステム改修工事を行うとともに、yahooとの災害
協定によるキャッシュサイトを構築しました。

【R3年度以降の予定】
• 浸水が想定されるエリアに居住する県民の迅速な避難を促すため、地域部会で

検討を進め、必要な箇所に監視カメラの設置を進めていきます。

・カメラの増設



工
程

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

取組の実施状況
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取組2 流域住民への迅速な情報提供を促進
③ 県は、危機管理型水位計を整備し、インターネットでの一般公開を行う。

取組状況

○避難計画・重要施設の管理者との連携等に関する事項

危機管理型水位計(令和2年度末までに287基)
• 洪水予報河川や水位周知河川といった氾濫した際に被害が大きくなると想定さ

れる河川には水位計が設置されていますが、群馬県内428河川において水位情
報が把握できない中小河川が多くあります。

• 国土交通省の革新的河川管理プロジェクトにより低コストで簡易な情報収集・提
供できる設備として危機管理型水位計が開発されました。

• 群馬県減災対策協議会地域部会で必要箇所を整理し、R2年度までに中小河
川に287基の設置を図っています。

・危機管理型水
位計84基整備

・危機管理型水
位計76基整備

・危機管理型水
位計127基整備

達成状況 目標年度
整備済み R2年度

・設置箇所検討

前橋市神沢川

伊勢崎市韮川

【R3年度以降の予定】
• 浸水が想定されるエリアに居住する県民の迅速な避難を促すため、地域部会で

検討を進め、必要な箇所に水位計の設置を進めていきます。

・水位計の増設



工
程

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

取組の実施状況
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取組3 水害リスクを踏まえた防災計画の点検、見直し
① 市町村は、洪水浸水想定区域について、避難勧告等の発令基準を定める。県は、洪水に関する情報を提供し、協力する。

取組状況

○避難計画・重要施設の管理者との連携等に関する事項

達成状況 目標年度
10/18(市町村) R3年度

避難指示発令基準
• 平成27年の水防法改正に伴い、浸水想定区域図の対象外力が想定最大規

模降雨に変更となり、洪水予報河川・水位周知河川について浸水想定区域を
見直しました。

• 市町村は更新された浸水想定区域図をもとにハザードマップの見直しを進めてい
ます。

• 見直しにより新たに浸水のおそれがあるとされた区域については、住民避難のため
の避難情報の発令基準を定める必要があることから、検討を実施し、令和2年度
末までに10市町村で発令基準を定めました。

【完了済み市町村】
• 渋川市、伊勢崎市、富岡市、安中市、沼田市、太田市、桐生市、館林市、板

倉町、明和町

【令和3年度以降の予定】
• 引き続き発令基準の設定を進めるとともに、洪水浸水想定区域以外についても、

危機管理型水位計の情報等を活用し、速やかに避難指示が発令できるように体
制を強化していきます。

・水防法改正によ
る浸水想定区域
図見直し、告示 ・発令基準の設定

桐生市地域防災計画例

・危機管理型水位計を活用し
た迅速な発令体制の整備



工
程

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

取組の実施状況

12

取組3 水害リスクを踏まえた防災計画の点検、見直し
② 市町村は、家屋倒壊等氾濫想定区域に関しては、原則的に立ち退き避難(水平避難)とする計画を立案する。

取組状況

○避難計画・重要施設の管理者との連携等に関する事項

達成状況 目標年度
5/18(市町村) R3年度

家屋倒壊等氾濫危険区域
• 平成27年の水防法改正に伴い、浸水想定区域図の対象外力が想定最大規

模降雨に変更となり、洪水予報河川・水位周知河川について浸水想定区域を
見直しました。

• 市町村は見直しされた浸水想定区域図をもとにハザードマップを見直しています。
• 家屋倒壊等氾濫想定区域については家屋の2階等への避難(垂直避難)が困難

なため、原則的に立ち退き避難(水平避難)とする計画を5市町村で地域防災計
画に位置づけています。

• 令和2年度に群馬県地域防災計画への家屋倒壊等氾濫想定区域について、
原則的に立ち退き避難とする内容を追記しました。

【完了済み市町村】
• 渋川市、伊勢崎市、太田市、桐生市、板倉町

【令和3年以降の取組】
• 対象全市町村での地域防災計画への位置づけを進めていきます。

・水防法改正によ
る浸水想定区域
図見直し、告示 ・対象の市町村における地域防災計画の見直し

碓氷川家屋倒壊等氾濫想定区域(氾濫流)
※着色箇所が家屋倒壊等氾濫想定区域



工
程

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

取組の実施状況

13

取組3 水害リスクを踏まえた防災計画の点検、見直し
③ 県、市町村は、管理道路について、避難の際に危険な箇所を把握する。

取組状況

○避難計画・重要施設の管理者との連携等に関する事項
達成状況 目標年度

ー R3年度

• 群馬県では、水位周知か先頭に置いて洪水浸水想定区域図を作成するとともに、
残りの河川についても水害リスク想定マップを作成し、市町村に情報提供を行って
います。

• 市町村は、既往の浸水実績や上記の水害リスク想定マップ等をもとに水害ハザー
ドマップを作成し、住民が安全に避難できる経路の周知を図っています。

• 避難路となる県道、市町村道等における危険箇所の把握を行っています。

【令和3年度以降の取組】
• 引き続き、定期的に危険箇所の把握を行い、新たに確認された箇所の情報を更

新していきます。

・危険箇所の把握、情報の更新

群馬県水害リスク想定マップ



工
程

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

取組の実施状況

14

取組3 水害リスクを踏まえた防災計画の点検、見直し
④ 市町村は、浸水想定区域内について避難経路の点検を行う。県は、県道等の危険箇所の情報を提供し、協力する。

取組状況

○避難計画・重要施設の管理者との連携等に関する事項

達成状況 目標年度
ー R3年度

避難経路の点検
• 住民の避難行動に資する情報として、浸水想定区域内等について市町村、県の

道路パトロールの機会等も活用して点検を実施しています。
• 住民の安全な避難に資するよう、県は点検により把握した県道の危険箇所にか

かる情報を市町村に提供します。

【令和3年度以降の取組】
• 引き続き、定期的に点検を実施していきます。

太田市ハザードマップに示された過去の浸水実績
赤着色部が浸水範囲

・避難経路の点検



工
程

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

取組の実施状況
取組4 要配慮者利用施設等の支援

① 市町村は、要配慮者利用施設を確認し、市町村地域防災計画に位置づける。

取組状況

○避難計画・重要施設の管理者との連携等に関する事項
達成状況 目標年度

1,494/1,521(施設) R3年度

要配慮者利用施設の指定
• 水防法第15条第1項において、「浸水想定区域内にある要配慮者利用施設で、

利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図る必要があるものについて
は市町村防災計画への名称、所在地の記載をする」となっています。(要配慮者
利用施設の指定)

• 平成27年の水防法の改正により、想定しうる想定最大規模の降雨による浸水
想定区域図の見直しがあり、それに基づいた要配慮者利用施設の指定を進めて
います。

• 令和2年度末時点で浸水想定区域内にある1,521施設の内1,494施設が地
域防災計画への指定が完了しました。

【令和3年度以降の取組】
• 令和3年度中に浸水想定区域内の施設について地域防災計画への位置づけを

行います。
• 水害リスク想定マップをもとに、（浸水想定区域外の）浸水のおそれがある施設

の地域防災計画への指定を促進します。

・水防法改正によ
る浸水想定区域
図見直し、告示
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・市町村の要配慮利用施設の指定
・定期的なフォローアップ調査

・水害リスク想定マップをもと
にした指定の促進



工
程

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

取組の実施状況
取組4 要配慮者利用施設等の支援

② 県、市町村は要配慮者利用施設の施設管理者に対し、「避難確保計画」の作成等に関する周知を行い、実施状況のフォローアップを行う。

取組状況

○避難計画・重要施設の管理者との連携等に関する事項
達成状況 目標年度

1,248/1,521(施設) R3年度

要配慮者利用施設の避難確保計画策定
• 水防法第15条第3項により「要配慮者利用施設に位置づけられた施設について

は当該利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難確保を図るための
計画を策定し、訓練を実施する」こととされています。(避難確保計画の作成、訓
練の実施)

• 要配慮者利用施設避難確保計画の作成に向け、モデル施設における計画作成
の支援を令和元年度に6市町、令和2年度に2市町で行いました。

【令和3年度以降の取組】
• 令和3年度中に地域防災計画に位置づけられた全ての施設における避難確保

計画の作成を完了させます。
• 取組4①で地域防災計画に位置づけた施設にかかる避難確保計画の作成を促

進します。

・水防法改正によ
る浸水想定区域
図見直し、告示
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・施設の計画作成
・定期的なフォローアップ調査

渋川市でのモデル事例

・水害リスク想定マップをもと
にした施設の計画作成促進・モデル施設における計画作成支援



工
程

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

取組の実施状況
取組4 要配慮者利用施設等の支援

③ 市町村は、避難行動要支援者に対する地域共助の周知、啓発を行う。

取組状況

○避難計画・重要施設の管理者との連携等に関する事項
達成状況 目標年度

ー R3年度

避難行動要支援者に対する地域共助の周知、啓発
• 平成25年の災害対策基本法の見直し(第49条第10項)により、「市町村は居

住する要配慮者のうち災害が発生し、又は災害が発生する恐れがある場合に自
ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため
名簿を作成する」となっています。(要配慮者支援名簿の作成)

• その名簿を踏まえ各市町村において名簿登録の周知やそれに基づく避難行動要
支援者に対する支援を行っています。

【令和3年度以降の取組】
• 引き続き、要配慮者支援名簿への登録、周知やそれに基づく避難行動要支援

者に対する支援を実施していきます。
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・市町村による避難行動要支援者の指定
・避難行動要支援者への支援

災害対策基本法見直し

前橋市例



工
程

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

取組の実施状況
取組5 洪水時の情報提供、避難判断、避難誘導等の見直し

① 市町村にて、水害ハザードマップの見直しを行う。

取組状況

○避難計画・重要施設の管理者との連携等に関する事項
達成状況 目標年度

19/21(市町村) R3年度

水害ハザードマップの見直し
• 平成27年の水防法改正に伴い、浸水想定区域図の対象外力が想定最大規

模降雨に変更となり、それに伴い、群馬県の洪水予報河川・水位周知河川につ
いても浸水想定区域の見直しを行いました。

• 市町村は見直しされた浸水想定区域図をもとに令和2年度末までに直轄河川の
浸水影響範囲を含む21市町村の内、19市町村についてハザードマップの見直し
を行いました。

• なお、安中市は砂防基礎調査による土砂災害警戒区域の修正後、下仁田町
は避難指示への一本化等の避難情報変更を反映するため、災対法改正後に更
新を行います。

【令和3年度以降の取組】
• 全県管理河川を対象に作成した水害リスク想定マップを活用し、水位周知河川

以外等も対象とした水害ハザードマップの作成を促進します。
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・水防法改正によ
る浸水想定区域
図見直し、告示

・市町村のハザードマップの更新
・定期的なフォローアップ調査

・水害リスク想定マップを活用した
ハザードマップへの作成促進

水害リスク想定マップ

赤枠内が洪水予報河川の石田川浸水範囲ですが、水害リスク想定マップでは中小
河川である大川(石田川支川)や高寺川、弁天沼川の浸水リスクも表示されていま
す。



工
程

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

取組の実施状況
取組6 防災情報の理解促進

① 県、市町村は、小中学校における水害教育を実施する。

取組状況

○避難計画・重要施設の管理者との連携等に関する事項

達成状況 目標年度
ー R3年度

水害教育
• 平成30年7月豪雨を受け、「平成30年7月豪雨による水害・土砂災害からの避

難に関するワーキンググループ」での報告を受け、「学校における防災教育・避難
訓練の推進」の取組を推進していきます。

• R2年度には教材、モデル実施校の調整を行い、R3年度にモデル校において水害
教育の試行を行います。

【令和3年度以降の取組】
• 令和3年度はモデル校での防災教育を試行し、その成果をもとに、他の地域、学

校で展開していきます。
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・事例収集
・教材調整
・モデル実施校調整

学校における避難に関する防災教育事例集
(内閣府)

・モデル校での防災教
育の実施（試行）



工
程

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

取組の実施状況
取組6 防災情報の理解促進

② 県、市町村は、住民等への防災知識の普及活動(防災訓練、防災講習会)を行う。

取組状況

○避難計画・重要施設の管理者との連携等に関する事項

達成状況 目標年度
ー R3年度
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・総合防災訓練(渋川市)
・養成講座(2回開催)

・総合防災訓練(藤岡市)
・養成講座(2回開催)

・総合防災訓練(富岡市)
・養成講座(1回開催) ・養成講座(1回開催)

総合防災訓練
• 毎年県、市町村で共同して防災関係機関の技術向上と連携強化、県民の

方々の防災意識の高揚を図るため、総合防災訓練を実施しています。
• 令和元年度は富岡市との共催により、102機関・団体、約6,200人が参加、観

覧しました。
防災講習会
• 自主防災組織の活性化のために活躍できる人材として、県が認定する「ぐんま地

域防災アドバイザー」の拡充及び育成を図るため、「防災士」を養成する「ぐんま地
域防災アドバイザー講座」を年2回程度開催しています。

• 当講座を受講して防災士を取得した者は、県及び県内市町村とで共有する「ぐ
んま地域防災アドバイザー」として登録され、災害時のみならず、平時にも防災活
動の中心として活躍できる人材としての活躍が期待されています。

• 令和2年度末時点で615人が登録されています。
【令和3年度以降の取組】
• 令和3年度は令和2年度に新型コロナウイルス感染症対策により延期となった安

中市で総合防災訓練を実施する予定です。
• 「ぐんま地域防災アドバイザー講座」を引き続き実施し、地域の自主防災のリー

ダーを補佐する人材を育成します。

総合防災訓練(令和元年9月・富岡市)

防災士養成講座(令和2年度)

・総合防災訓練(安中市)
・養成講座(1回開催)



工
程

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

取組の実施状況
取組7 実行的な水防活動体制の強化

① 市町村は、水防団の機動的な対応を計画に位置づけ、連絡体制の確認と対応事項の点検を行う。

取組状況

○水防に関する事項
達成状況 目標年度

ー 毎年実施
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・地域防災計画の点検・
見直し

水防団の機動的な対応の位置づけ、連絡体制の確認と対応事項の点検
• 各市町村の水防計画に水防警報の発表基準、水防団の出動体制等を定め、

水防活動にあたっています。
• また、必要に応じ、連絡体制の確認や対応事項の点検により水防計画の見直し

を行っています。

【令和3年度以降の取組】
• 令和3年度以降も継続的に水防計画の点検・見直しを実施していきます。

水防団出動体制例(伊勢崎市地域防災計画)



工
程

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

取組の実施状況
取組7 実行的な水防活動体制の強化

② 県、市町村、水防団は、関係機関と連携した水防訓練及び伝達訓練等を実施する。

取組状況

○水防に関する事項
達成状況 目標年度

ー 毎年実施
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・水防訓練の実施
・伝達訓練の実施

水防訓練
• 各市町村において、水災時の初動対応の重要性の再確認および地域防災力の

向上を目指して、毎年水防訓練を実施しています。
• 令和3年度に、千代田町の利根川河川敷で利根川水系連合総合水防演習を

実施する予定です（令和2年度は新型コロナウィルス感染対策により延期）。
伝達訓練
• 出水期を前に毎年1回国、県、市町村、水防団等関係機関で伝達訓練を実施

しています。
• この訓練は河川・ダムを対象に水防警報、洪水予報、ダム放流通知等を迅速か

つ的確に伝達を行い、洪水時の防災体制に万全を期すために実施をしています。

【令和3年度以降の取組】
• 令和3年度には千代田町での利根川水系連合総合水防演習を実施する予定

です。
• また、水防訓練、伝達訓練については継続的に実施します。

前橋市第4方面団合同水防訓練状況
令和2年7月26日(日)

・利根川水系総合水防演習(千代
田町)



工
程

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

取組の実施状況
取組7 実行的な水防活動体制の強化

③ 県、市町村、水防団は、地域住民と重要水防箇所等の合同点検を実施する。

取組状況

○水防に関する事項
達成状況 目標年度

12/12(土木) 毎年実施
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・重要水防箇所合同点検(年1回）

重要水防箇所合同点検
• 群馬県の県管理河川における重要水防箇所について、出水期前をめどに年1回

点検を行います。
• 河川管理者、市町村、水防団、自治会長等が合同で堤防・護岸等の状況を点

検し、量水標及び説明看板等の確認をすることで、住民の避難行動につながる
情報共有を行います。

【令和3年度以降の取組】
• 令和3年度以降も継続して、出水期前に河川管理者、市町村、水防団、自治

会長等が合同で重要水防箇所について点検を行い、住民の避難行動につなが
るよう情報提供を行います。

点検結果例(桐生土木事務所)



工
程

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

取組の実施状況
取組7 実行的な水防活動体制の強化

④ 県、市町村は、水防団(消防団)員の確保のための取組を進める。

取組状況

○水防に関する事項
達成状況 目標年度

ー 随時実施

24

・事業主に向けた取組
・女性消防団員確保研修等

水防団(消防団)員確保のための取組の実施。
• 群馬県内には,35消防団、11,244人の消防団(水防団)員がいます。(令和2

年4月1日時点)。
• 県、市町村において事業主に向けた水防団加入促進や女性水防団員確保のた

めの「女性消防団員確保研修」等の取組を行い、水防団員確保に努めています。

【令和3年度以降の取組】
• 令和3年度以降も継続して水防団(消防団)員確保のための取組を行います。

女性消防団員確保研修 事業主への各種取組



工
程

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

取組の実施状況
取組8 水防資機材の確保

① 県、市町村は、水防資機材の点検を行い、不足する資機材を確保する。

取組状況

○水防に関する事項

達成状況 目標年度
35/35(市町村) R3年度
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・資機材の使用状況による備蓄・配備

水防資機材の点検、確保
• 水防資機材については群馬県水防計画に位置づけ、毎年点検を行い、不足す

る資機材があれば速やかに補充しています。

【令和3年度以降の取組】
• 水防資機材について毎年点検し、不足するものがあれば速やかに補充します。
• 水防資機材として配備すべきもののリストや数量が十分か、既往の災害事例等を

もとに確認し、必要なものは随時追加配備していきます。
• また、堤防決壊等の迅速な応急対応を図る観点から、平時から土砂の備蓄

(ヤードの確保)を進めていきます。

広瀬川防災ステーション(伊勢崎市境島村地先)

・土砂の備蓄（ヤードの確保）



工
程

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

取組の実施状況
取組9 排水への備え

① 県、市町村は、排水ポンプ車等を有する関係機関と、浸水継続時間等に関する情報を共有する。

取組状況

○水防に関する事項
達成状況 目標年度

ー R3年度
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・関係機関との情報共有

関係機関との情報共有
• 排水ポンプ車を所有する機関と、県管理河川における浸水想定区域図の示す

浸水エリア、浸水継続時間等の情報共有をします。

【令和3年度以降の取組】
• 引き続き地域部会等の場を活用し必要な情報共有を行い、連携体制kの強化

を図ります。

井野川浸水想定区域図・浸水継続時間群馬県排水ポンプ車



工
程

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

取組の実施状況
取組9 排水への備え

② 市町村は、排水ポンプ出動要請の連絡体制を整備する。県は、洪水に関する情報を提供し、協力する。

取組状況

○排水に関する事項
達成状況 目標年度

ー R3年度

27

・運営要領等の策定

連絡体制の整備
• 内水被害等の最小化を図るため、関係機関が所有する排水ポンプ車等の支援

要請、出動を円滑に行えるよう、市町村において連絡体制の整備を行っています。
• なお、群馬県においても、令和2年度までに計5台の排水ポンプ車を配備したこと

から、これらも活用し、さらなる被害の最小化を図っていきます。

【令和3年度以降の取組】
• 県で配備した排水ポンプ車も活用し、出動が予想される箇所等における訓練を

実施するなど、速やかな運用体制の確立を図っていきます。

群馬県排水ポンプ車配備状況

排水ポンプ車出動状況

連絡体制の整備
• 内水被害等の最小化を図るため、関係機関が所有する排水ポンプ車等の支援

要請、出動を円滑に行えるよう、市町村において連絡体制の整備を行っています。
• なお、群馬県においても、令和2年度までに計5台の排水ポンプ車を配備したこと

から、これらも活用し、さらなる被害の最小化を図っていきます。

【令和3年度以降の取組】
• 県で配備した排水ポンプ車も活用し、出動が予想される箇所等における訓練を

実施するなど、速やかな運用体制の確立を図っていきます。

排水ポンプ車を活用した訓練等の実施



工
程

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

取組の実施状況
取組10 河川整備の実施

① 県は、河川整備計画に基づき、洪水を安全に流下させる対策(堤防整備等)を行う。

取組状況

○河川管理施設の整備に関する事項

達成状況 目標年度
41.6/43.9(km) R3年度
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洪水を安全に流下させる対策
• 群馬県では県内を10圏域に分割して河川整備計画の策定を進めており、9圏

域で完了し、残りの吾妻川圏域ついても計画(案)を作成し、手続きを進めていま
す。

• 近年の気象災害の頻発化・激甚化も踏まえ、令和元年東日本台風で溢れた河
川や、甚大な被害が想定される地域の河川改修を重点的に進めています。

【令和3年度以降の取組】
• 昨年12月に策定した県土整備プランに基づき、計画的に洪水を安全に流下させ

る対策(堤防整備等)を行っていきます。

・河川整備延長 30.7km ・河川整備延長 34.7km ・河川整備延長 39.4km ・河川整備延長 41.6km

利根川における整備例

防災のためのインフラの整備

休泊川における整備例

・河川整備延長 43.9km



工
程

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

取組の実施状況
取組11 危機管理型ハード対策の実施

① 県は、危機管理型ハード対策として、堤防天端舗装(水位周知区間の未舗装箇所)を実施する。

取組状況

○河川管理施設の整備に関する事項
達成状況 目標年度

130/130(km) R3年度
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堤防天端舗装
• 平成27年9月の関東・東北豪雨の鬼怒川の堤防決壊等を受けて、住民避難の

ための時間を少しでも長く確保する施策として、堤防の天端舗装など、堤防決壊
までの時間を遅らせる、粘り強い構造の堤防を整備しています。

• 堤防区間の内、水位周知河川の未舗装区間の他、人家連担区間の堤防天端
舗装を実施しています。

【令和3年度以降の取組】
• 令和3年度の出水期までに水位周知河川の未舗装区間及び人家連担区間

130kmの整備を完了させます。
防災のためのインフラの整備

・水位周知河川の未舗装区間及び、一
般河川の人家連担区間の堤防天端舗

装130km整備

堤防天端舗装状況(烏川)粘り強い堤防構造イメージ図

令和3年度出水期までに完了


